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(57)【要約】
【課題】自律型掃除ユニットを塵埃排出位置へ容易に精
度良く案内可能な電気掃除機を提案する。
【解決手段】自律型掃除ユニット２は、本体ケース１１
と、前記本体ケース１１の底面に配置される一対の駆動
輪４５と、を備えている。ステーションユニット５は、
一対の駆動輪４５のそれぞれに接して充電電極３に電気
的に接続される位置へ向かう自律型掃除ユニット２を誘
導するローラ対２３を備えている。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
自律して被掃除面上を移動して前記被掃除面上の塵埃を捕集する自律型掃除ユニットと、
　前記自律型掃除ユニットの充電電極を有するステーションユニットと、を備え、
前記自律型掃除ユニットは、
　本体ケースと、
　前記本体ケースの底面に配置される一対の駆動輪と、を備え、
前記ステーションユニットは、
　前記一対の駆動輪のそれぞれに接して前記充電電極に電気的に接続される位置へ向かう
前記自律型掃除ユニットを誘導するローラ対を備える電気掃除機。
【請求項２】
前記ローラ対は、前記自律型掃除ユニットが前記充電電極に電気的に接続される位置へ向
かう方向に交差する方向へ前記自律型掃除ユニットを誘導する一対の交差方向ローラを備
える請求項１に記載の電気掃除機。
【請求項３】
前記一対の交差方向ローラは、前記自律型掃除ユニットが前記充電電極に電気的に接続さ
れる位置へ向かって離間距離の狭まる非平行な回転中心を有する請求項２に記載の電気掃
除機。
【請求項４】
前記ローラ対は、前記自律型掃除ユニットが前記充電電極に電気的に接続される位置へ到
達すると前記一対の駆動輪のそれぞれを空転させる一対の停止用ローラを備える請求項１
から３のいずれか１項に記載の電気掃除機。
【請求項５】
前記一対の停止用ローラは、前記自律型掃除ユニットが前記充電電極に電気的に接続され
る位置へ向かう方向に交差する回転中心を有する請求項４に記載の電気掃除機。
【請求項６】
前記ローラ対は、前記一対の駆動輪の接地面よりも突出している請求項１から５のいずれ
か１項に記載の電気掃除機。
【請求項７】
前記ステーションユニットは、
　前記自律型掃除ユニットが前記充電電極に電気的に接続される位置へ向かう際に前記一
対の駆動輪のそれぞれの接地面積を減じる凹凸状の走行面を備える請求項１から６のいず
れか１項に記載の電気掃除機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明に係る実施形態は、電気掃除機に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自律して被掃除面上を移動して被掃除面上の塵埃を捕集する自律型掃除ユニットと、自
律型掃除ユニットが捕集した塵埃を蓄積するステーションユニットと、を備える電気掃除
機が知られている。
【０００３】
　この従来の電気掃除機は、台状のステーションユニットの塵埃排出位置へ自律型掃除ユ
ニットを自律的に移動させ、塵埃の自重による落下を利用して自律型掃除ユニットが捕集
した塵埃をステーションユニット内の塵埃容器へ収集する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－２４５３４４号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の電気掃除機は、自律型掃除ユニットが捕集した塵埃をステーションユニットへ収
集するため、自律型掃除ユニットを塵埃排出位置へ精度良く定置させる必要がある。
【０００６】
　しかしながら、自律型掃除ユニットを塵埃排出位置へ精度良く定置させる機能を自律型
掃除ユニットの自律走行制御にのみ担わせることは、制御装置や制御プログラムの開発コ
ストや、実現性の観点から妥当とは言い難い。
【０００７】
　そこで、本発明は、自律型掃除ユニットを塵埃排出位置へ容易に精度良く案内可能な電
気掃除機を提案する。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記の課題を解決するため本発明に係る電気掃除機は、自律して被掃除面上を移動して
前記被掃除面上の塵埃を捕集する自律型掃除ユニットと、前記自律型掃除ユニットの充電
電極を有するステーションユニットと、を備えている。前記自律型掃除ユニットは、本体
ケースと、前記本体ケースの底面に配置される一対の駆動輪と、を備えている。前記ステ
ーションユニットは、前記一対の駆動輪のそれぞれに接して前記充電電極に電気的に接続
される位置へ向かう前記自律型掃除ユニットを誘導するローラ対を備えている。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施形態に係る電気掃除機の外観を示す斜視図。
【図２】本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットの底面を示す斜視図。
【図３】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す斜視図。
【図４】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す縦断面。
【図５】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面。
【図６】本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットおよびステーションユ
ニットの連結部分を示す縦断面図。
【図７】本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットおよびステーションユ
ニットの連結部分を示す縦断面図。
【図８】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面斜視図
。
【図９】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面斜視図
。
【図１０】本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面斜視
図。
【図１１】本発明の実施形態に係る電気掃除機の二次塵埃容器を示す斜視図。
【図１２】本発明の実施形態に係る電気掃除機の二次塵埃容器を示す斜視図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明に係る電気掃除機の実施形態について図１から図１２を参照して説明する。
【００１１】
　図１は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の外観を示す斜視図である。
【００１２】
　図１および図２に示すように、本実施形態に係る電気掃除機１は、自律して被掃除面上
を移動して被掃除面上の塵埃を捕集する自律型掃除ユニット２と、自律型掃除ユニット２
の充電電極３を有するステーションユニット５と、を備えている。電気掃除機１は、自律
型掃除ユニット２を居室内の被掃除面の全域に渡って自律で移動させて塵埃を捕集し、こ
の後、自律型掃除ユニット２をステーションユニット５へ帰巣させて自律型掃除ユニット
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２が捕集した塵埃をステーションユニット５側へ引き取り、収集する。
【００１３】
　なお、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の充電電極３に電気的に接続さ
れる位置とは、ステーションユニット５へ帰巣する自律型掃除ユニット２の帰巣位置であ
って、自律型掃除ユニット２は、充電が必要な状態や、居室の掃除を終えた場合には、こ
の帰巣位置へ帰巣する。なお、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の充電電
極３に電気的に接続される位置は、自律移動する自律型掃除ユニット２と任意の場所に設
置可能なステーションユニット５との間の相対的な位置関係である。
【００１４】
　また、図１中の矢印Ａは自律型掃除ユニット２の前進方向、矢印Ｂは自律型掃除ユニッ
ト２の後退方向である。自律型掃除ユニット２の幅方向は、矢印Ａおよび矢印Ｂに対して
直交する方向である。
【００１５】
　自律型掃除ユニット２は、前進してステーションユニット５から離脱し、居室内を自律
で走行する一方、ステーションユニット５へ帰巣する際には後退してステーションユニッ
ト５に連結する。
【００１６】
　自律型掃除ユニット２は、いわゆるロボットクリーナである。自律型掃除ユニット２は
、中空円盤形状の本体ケース１１と、本体ケース１１の後部に着脱自在に設けられる一次
塵埃容器１２と、本体ケース１１内に収容されて一次塵埃容器１２に接続される一次電動
送風機１３と、被掃除面上の自律型掃除ユニット２を移動させる移動部１５と、移動部１
５を駆動させる駆動部１６と、駆動部１６を制御して被掃除面上の本体ケース１１を自律
的に移動させるロボット制御部１７と、電源としての二次電池１８と、を備えている。
【００１７】
　ステーションユニット５は、被掃除面上に設置されている。ステーションユニット５は
、自律型掃除ユニット２が乗り上げる台座２１と、台座２１に一体化される塵埃回収部２
２と、充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう自律型掃除ユニット２を誘導するロ
ーラ対２３と、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係におい
て、自律型掃除ユニット２の一次塵埃容器１２に気密に連結される塵埃移送管２５と、塵
埃移送管２５内から突出するレバー２６と、商用交流電源から電力を導く電源コード２９
と、を備えている。
【００１８】
　次に、本発明の実施形態に係る自律型掃除ユニット２について詳細に説明する。
【００１９】
　図２は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットの底面を示す斜視図
である。
【００２０】
　図２に示すように、本発明の実施形態に係る電気掃除機１の自律型掃除ユニット２は、
本体ケース１１の底面１１ａに設けられる吸込口用清掃体３１と、吸込口用清掃体３１を
駆動させる吸込口用駆動部３２と、本体ケース１１の底面１１ａに設けられる左右一対の
底面側部清掃体３３と、底面側部清掃体３３のそれぞれを駆動させる左右一対の底面側部
駆動部３５と、を備えている。
【００２１】
　円盤形状の本体ケース１１は、例えば合成樹脂製であり、被掃除面上を容易に旋回でき
る。底面１１ａの後半部の幅方向中央部には、横長の吸込口３６が開口されている。
【００２２】
　吸込口３６は、本体ケース１１の幅寸法、つまり直径寸法の３分の２程度の幅寸法を有
している。吸込口３６は、一次塵埃容器１２を経て一次電動送風機１３に流体的に接続さ
れている。
【００２３】
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　また、本体ケース１１は、底面１１ａに塵埃容器口３７を有している。塵埃容器口３７
は、一次塵埃容器１２を覆う部分に配置されている。塵埃容器口３７は、角丸矩形状に開
口されて、本体ケース１１に装着された一次塵埃容器１２を部分的に露出させている。
【００２４】
　一次塵埃容器１２は、一次電動送風機１３が発生させる吸込負圧によって吸込口３６か
ら吸い込まれる塵埃を蓄積する。塵埃を濾過捕集するフィルタ、遠心分離(サイクロン分
離)や直進分離などの慣性分離によって塵埃を蓄積する分離装置などが一次塵埃容器１２
に適用される。一次塵埃容器１２は、本体ケース１１の後部に配置されている。一次塵埃
容器１２は、本体ケース１１に着脱自在に設けられて自律型掃除ユニット２が捕集する塵
埃を蓄積する容器本体３８と、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口
３７から露出する連結部３９と、連結部３９に設けられて容器本体３８内の塵埃を廃棄す
る廃棄口４１と、廃棄口４１を開閉する廃棄蓋４２と、を備えている。
【００２５】
　移動部１５は、本体ケース１１の底面１１ａに配置される左右一対の駆動輪４５と、本
体ケース１１の底面１１ａに配置される旋回輪４６と、を備えている。
【００２６】
　一対の駆動輪４５は、本体ケース１１の底面１１ａから突出しており、自律型掃除ユニ
ット２を被掃除面上に置いた状態で被掃除面に接地する。また、一対の駆動輪４５は、本
体ケース１１の前後方向において略中央部に配置され、かつ吸込口３６の前方を避けて本
体ケース１１の左右の側部寄りに配置されている。一対の駆動輪４５の回動軸は、本体ケ
ース１１の幅方向に沿って延びる直線上に配置されている。自律型掃除ユニット２は、左
右の駆動輪４５を互いに同一方向に回転させることによって前進または後退し、左右の駆
動輪４５を互いに反対方向に回転させることによって右回りまたは左回りに旋回する。
【００２７】
　旋回輪４６は、被掃除面を旋回自在な従動輪である。本体ケース１１の幅方向の略中央
部、かつ、前部に配置されている。
【００２８】
　駆動部１６は、一対の駆動輪４５のそれぞれに接続される一対の電動機である。駆動部
１６は、左右の駆動輪４５をそれぞれ独立に駆動させる。
【００２９】
　ロボット制御部１７は、マイクロプロセッサ（図示省略）、およびマイクロプロセッサ
が実行する各種演算プログラム、パラメータなどを記憶する記憶装置（図示省略）を備え
ている。ロボット制御部１７は、一次電動送風機１３、吸込口用駆動部３２、駆動部１６
、および底面側部駆動部３５に電気的に接続されている。
【００３０】
　二次電池１８は、一次電動送風機１３、吸込口用駆動部３２、駆動部１６、底面側部駆
動部３５、およびロボット制御部１７の電源である。二次電池１８は、例えば旋回輪４６
の後方に配置されている。二次電池１８は、本体ケース１１の底面１１ａに配置される一
対の充電端子４７に電気的に接続されている。二次電池１８は、ステーションユニット５
の充電電極３に充電端子４７が接続されることによって充電される。
【００３１】
　吸込口用清掃体３１は、吸込口３６に設けられている。吸込口用清掃体３１は、本体ケ
ース１１の幅方向に延びる回転中心線回りに回転可能な軸状のブラシである。吸込口用清
掃体３１は、例えば長尺な軸部と、軸部の径方向に延び、かつ軸部の長手方向へ螺旋状に
並ぶ複数条のブラシと、を備えている。吸込口用清掃体３１は、吸込口３６から本体ケー
ス１１の底面１１ａよりも下方へと突出しており、自律型掃除ユニット２を被掃除面上に
置いた状態でブラシを被掃除面に接触させる。
【００３２】
　吸込口用駆動部３２は、本体ケース１１内に収容されている。
【００３３】
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　一対の底面側部清掃体３３は、吸込口用清掃体３１の前進方向に対する左右の両側方に
配置されて、吸込口用清掃体３１が届かない壁際の被掃除面上の塵埃を掻き集めて吸込口
３６へ導く補助的な清掃体である。それぞれの底面側部清掃体３３は、被掃除面の垂線に
対してやや前傾する回転中心となるブラシ基部４８と、ブラシ基部４８の径方向に向けて
放射状に突出する例えば３つの線状清掃体４９と、を備えている。
【００３４】
　それぞれのブラシ基部４８は、吸込口３６および左右の駆動輪４５よりも前方、かつ旋
回輪４６よりも後方であって、吸込口３６よりも左右の側方寄りに配置されている。また
、それぞれのブラシ基部４８の回転中心線は、被掃除面の垂線に対してやや前傾されてい
る。このため、線状清掃体４９は、被掃除面に対して前傾した面に沿って旋回している。
つまり、ブラシ基部４８に対して前側に旋回してくる線状清掃体４９は先端側ほど被掃除
面に対して押し付けられ、ブラシ基部４８に対して後ろ側に旋回してくる線状清掃体４９
は先端側ほど被掃除面から離れることになる。
【００３５】
　線状清掃体４９は、ブラシ基部４８から例えば三方向へ等間隔に配置されている。なお
、線状清掃体４９は、ブラシ基部４８ごとに４つ以上設けられていてもよい。それぞれの
線状清掃体４９は、先端側に清掃部材としての複数のブラシ毛を備えている。さらに、ブ
ラシ毛は、本体ケース１１の外周縁よりも外側へ拡がる軌跡を描いてブラシ基部４８を中
心に旋回している。
【００３６】
　それぞれの底面側部駆動部３５は、下方に突出して底面側部清掃体３３のブラシ基部４
８に接続される回転軸を備えている。それぞれの底面側部駆動部３５は、被掃除面上の塵
埃を吸込口３６へと掻き集めるように底面側部清掃体３３を回転させる。
【００３７】
　次に、本発明の実施形態に係るステーションユニット５について詳細に説明する。
【００３８】
　図３は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す斜視図であ
る。
【００３９】
　図３に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５の台座２１は、ステーシ
ョンユニット５の前側へ張り出して矩形状に拡がっている。台座２１は、塵埃回収部２２
の底部に連接する高床部６１と、高床部６１から張り出す低床部６２と、を備えている。
低床部６２および高床部６１は、ステーションユニット５の幅方向へ帯状に延びている。
低床部６２には、ローラ対２３が配置されている。高床部６１には、充電電極３および塵
埃移送管２５の入口が配置されている。
【００４０】
　自律型掃除ユニット２は、一対の駆動輪４５を低床部６２に乗り上げ、一次塵埃容器１
２を高床部６１の上方に配置する姿勢でステーションユニット５の帰巣位置へ到達する。
【００４１】
　ローラ対２３は、台座２１の低床部６２の左右それぞれの端部、かつ前端部に配置され
ている。
【００４２】
　ローラ対２３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向か
う方向に交差する方向、つまり幅方向へ自律型掃除ユニット２を誘導する一対の交差方向
ローラ６３と、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達する
と一対の駆動輪４５のそれぞれを空転させる一対の停止用ローラ６５と、を備えている。
ローラ対２３、つまり一対の交差方向ローラ６３および一対の停止用ローラ６５は、一対
の駆動輪４５の接地面としての台座２１よりも突出している。
【００４３】
　一対の交差方向ローラ６３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続され
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る位置へ向かって離間距離の狭まる非平行な回転中心Ｃ１を有している。つまり、一対の
交差方向ローラ６３は、台座２１側から塵埃回収部２２に近づくにつれて相互に近づく回
転中心Ｃ１を有している。
【００４４】
　一対の停止用ローラ６５は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される
位置へ向かう方向に交差する回転中心Ｃ２を有している。一対の停止用ローラ６５は、自
律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達すると一対の駆動輪４
５のそれぞれを空転させて自律型掃除ユニット２の進行（後退）を阻止する。なお、一対
の停止用ローラ６５の回転中心Ｃ２は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接
続される位置へ向かう方向に対して直交することが望ましい。
【００４５】
　台座２１は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう際
に一対の駆動輪４５のそれぞれの接地面積を減じる凹凸状の走行面６６を備えている。走
行面６６は、ローラ対２３、つまり一対の交差方向ローラ６３および一対の停止用ローラ
６５に囲まれる部分に配置されている。走行面６６は、台座２１の一部に設けられる複数
の線状凹凸、格子状凹凸、または複数の半球状凹凸である。
【００４６】
　塵埃回収部２２は、塵埃移送管２５を通じて一次塵埃容器１２から廃棄される塵埃を蓄
積する二次塵埃容器６８と、塵埃回収部２２内に収容されて二次塵埃容器６８に接続され
る二次電動送風機６９と、商用交流電源から二次電動送風機６９および充電電極３へ電力
を導く電源コード２９と、を備えている。
【００４７】
　塵埃回収部２２は、ステーションユニット５の後部に配置されて台座２１よりも上方へ
角丸矩形状に延びている。塵埃回収部２２の正面壁は、自律型掃除ユニット２の後端部に
対応する円弧状の凹没部７１を備えている。塵埃移送管２５の入口は、台座２１の高床部
６１から凹没部７１に渡っている。また、凹没部７１には、自律型掃除ユニット２が充電
電極３に電気的に接続される位置へ到達したか否かを検知する帰巣確認検知部７２が設け
られている。帰巣確認検知部７２は、可視光や赤外線を利用して自律型掃除ユニット２と
の相対距離を検知する所謂、対物センサである。帰巣確認検知部７２は、塵埃回収部２２
の正面方向において自律型掃除ユニット２との相対距離を検知する第一センサ部７３と、
塵埃回収部２２の高さ方向において自律型掃除ユニット２との相対距離を検知する第二セ
ンサ部７５と、を備えている。
【００４８】
　また、塵埃回収部２２は、本体８１内に収容される二次塵埃容器６８を覆い隠す蓋体８
２を備えている。蓋体８２は、塵埃回収部２２の天井の一部、具体的には右半分を開閉す
る。蓋体８２の下方には、二次塵埃容器６８が配置されている。
【００４９】
　充電電極３は、塵埃移送管２５の入口を挟んで一対に設けられている。また、充電電極
３のそれぞれは、凹没部７１の左右の縁の正面に配置されている。
【００５０】
　図４は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す縦断面であ
る。
【００５１】
　図５は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面であ
る。
【００５２】
　図４および図５に示すように、本発明の実施形態に係るステーションユニット５の塵埃
回収部２２は、塵埃を案内する風路としての塵埃移送管２５を有する本体８１と、本体８
１内から取り出し自在に収納されて塵埃移送管２５に着脱自在に連結される塵埃集塵部と
しての二次塵埃容器６８と、二次塵埃容器６８を介して塵埃移送管２５に吸い込み負圧を
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生じさせる二次電動送風機６９と、本体８１内に収容される二次塵埃容器６８を覆い隠す
蓋体８２と、蓋体８２に設けられて、二次塵埃容器６８が本体８１内から取り出されてい
る場合には、二次電動送風機６９の吸込側の風路を塞ぐ誤吸込阻止部８３と、二次塵埃容
器６８と二次電動送風機６９とを流体的に接続する最下流管８５と、を備えている。
【００５３】
　また、塵埃回収部２２は、誤吸込阻止部８３に設けられて、蓋体８２が閉じる過程で二
次塵埃容器６８に接触する際、誤吸込阻止部８３の揺動角度を規制して二次電動送風機６
９の吸込側の風路を塞ぐシール面８６を二次塵埃容器６８へ向ける爪８７を備えている。
【００５４】
　さらに、塵埃回収部２２は、二次電動送風機６９の吸込負圧を検知する圧力検知部９１
と、二次塵埃容器６８に蓄積される塵埃が予め定める規定量に達したことを報知する報知
部９２と、圧力検知部９１の検知結果が予め定める吸込負圧より低圧になった場合には報
知部９２を作動させる制御部９３と、を備えている。
【００５５】
　本体８１は、奥行き方向（自律型掃除ユニット２が帰巣する際に進行する方向）に短く
、幅方向に長い。本体８１は、幅方向における一方の半部、具体的には右側半部に二次塵
埃容器６８を収容する塵埃容器室９５を区画し、幅方向における他方の半部、具体的には
左側半部に二次電動送風機６９を収容する送風機室９６を区画している。
【００５６】
　塵埃移送管２５は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係
において、一次塵埃容器１２の連結部３９に接して廃棄口４１に気密に連結される。塵埃
移送管２５の開口縁には環状のシール部材２５ａが設けられている。シール部材２５ａは
、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係において、連結部３
９に密着する。塵埃移送管２５は、台座２１の高床部６１に配置される入口から後方へ延
びて塵埃回収部２２内へ至り、塵埃回収部２２内で屈曲しつつ塵埃容器室９５と送風機室
９６との間を上方へ延びて二次塵埃容器６８の側方へ至る。塵埃移送管２５は、ステーシ
ョンユニット５の上方へ向かって開口する入口と、二次塵埃容器６８へ向かって側方へ開
口する出口と、を有している。
【００５７】
　塵埃移送管２５の入口に配置されるレバー２６は、塵埃回収部２２の正面方向、かつ上
向きに延びるフック９７を備えている。
【００５８】
　二次塵埃容器６８は、天面が開放され、側面に吸込口１０１を有する塵埃容器１０２と
、塵埃容器１０２の天井を閉じるとともに吐出口１０３を有する蓋体１０５と、吐出口１
０３に設けられるネットフィルタ１０６と、蓋体１０５から塵埃容器１０２の底面に向か
い垂れ下がって塵埃容器１０２内を吸込口１０１に直接的に繋がる上流側空間１０７と、
吐出口１０３に繋がる下流側空間１０８とに仕切り、塵埃容器１０２内の底部で上流側空
間１０７と下流側空間１０８とを繋げる仕切板１０９と、吐出口１０３に繋がって蓋体１
０５の上方に覆い被さる二次フィルタ１１０と、二次フィルタ１１０の下流側風路を仕切
るカバー管１１１と、を備えている。
【００５９】
　塵埃容器１０２は、下流側空間１０８の下方に上流側空間１０７の底部よりも下方へ膨
出した膨出部１１２を備えている。
【００６０】
　二次フィルタ１１０は、最下流管８５に連結されている。
【００６１】
　また、二次塵埃容器６８は、蓋体１０５、仕切板１１３、および二次フィルタ１１０を
一体で開閉する第一ヒンジ機構１１５と、蓋体１０５および仕切板１１３を一体で揺動さ
せて二次フィルタ１１０の濾過面側の空間を開閉する第二ヒンジ機構１１６と、を備えて
いる。
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【００６２】
　カバー管１１１は、二次フィルタ１１０の下流風路を最下流管８５に接続する風路を兼
ねている。カバー管１１１は、蓋体１０５とともに第一ヒンジ機構１１５によって揺動自
在に支持されている。
【００６３】
　第一ヒンジ機構１１５は、吸込口１０１の上方に配置されている。
【００６４】
　第二ヒンジ機構１１６は、第一ヒンジ機構１１５からみて蓋体１０５の反対端に配置さ
れている。
【００６５】
　二次電動送風機６９は、吸込口を上方へ向けて本体８１の送風機室９６に収容されてい
る。
【００６６】
　最下流管８５は、二次電動送風機６９の吸込側の風路であって、塵埃移送管２５の上方
に配置されて塵埃回収部２２の本体８１内を幅方向へ延びている。最下流管８５の入口は
、塵埃容器室９５に開口している。最下流管８５の出口は、二次電動送風機６９の吸込口
に接続されている。最下流管８５は、二次塵埃容器６８が塵埃容器室９５に納められると
二次塵埃容器６８の二次フィルタ１１０の下流側に連結される。
【００６７】
　蓋体８２は、本体８１に揺動自在に設けられている。蓋体８２は、二次塵埃容器６８を
納める塵埃容器室９５の天井開口を開閉する。
【００６８】
　誤吸込阻止部８３は、蓋体８２に揺動自在に設けられている。
【００６９】
　誤吸込阻止部８３は、二次電動送風機６９の吸込側の風路の完全閉塞を回避する通気孔
１２１を有している。
【００７０】
　自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の帰巣位置へ戻ると、自律型掃除ユニ
ット２の充電端子４７がステーションユニット５の充電電極３に電気的に接続される。こ
のとき、ステーションユニット５の塵埃移送管２５は、一次塵埃容器１２の連結部３９に
接続される。この後、ステーションユニット５は、二次電動送風機６９を駆動させて、図
４および図５中の実線矢印の方向へ空気を吸い込んで、一次塵埃容器１２から二次塵埃容
器６８へ塵埃を移動させる。二次塵埃容器６８は、目の粗い粗塵をネットフィルタ１０６
で補足して下流側空間１０８に蓄積する。ネットフィルタ１０６に補足される塵埃は、下
流側空間１０８上側から下側へ向かって蓄積される。また、ネットフィルタ１０６に補足
される塵埃は、空気の流れによってネットフィルタ１０６へ押し付けられるようにして圧
縮される。圧縮された粗塵は、目の細かいフィルタのような役割をして空気の含まれる目
の細かい細塵を補足する。圧縮された粗塵に補足される細塵は、粗塵に纏わり付くものが
ある一方で、粗塵から脱落して下流側空間１０８の下方へ至るものもある。下流側空間１
０８下方には膨出部１１２があり、粗塵から脱落する細塵は、膨出部１１２に降り積もる
。膨出部１１２では、二次塵埃容器６８内を上流側空間１０７から下流側空間１０８へと
Ｕ字状に流れる空気が淀みやすい。このため、膨出部１１２に降り積もる細塵は、二次塵
埃容器６８内の空気流に舞い上げられることなく、膨出部１１２に溜まりやすい。
【００７１】
　ネットフィルタ１０６を通過する目の細かい細塵や、圧縮された粗塵を通過する細塵は
、二次フィルタ１１０によって補足される。
【００７２】
　図６および図７は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットおよびス
テーションユニットの連結部分を示す縦断面図である。
【００７３】
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　図６および図７は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置、つ
まり帰巣位置へ近づく様子を示している。また、自律型掃除ユニット２がステーションユ
ニット５から離れる場合には図７から図６へと逆順の様相となる。
【００７４】
　図６および図７に示すように、本実施形態に係る自律型掃除ユニット２の一次塵埃容器
１２は、本体ケース１１に着脱自在に設けられて自律型掃除ユニット２が捕集する塵埃を
蓄積する容器本体３８と、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口３７
から露出する連結部３９と、連結部３９に設けられて容器本体３８内の塵埃を廃棄する廃
棄口４１と、廃棄口４１を開閉する廃棄蓋４２と、を備えている。
【００７５】
　連結部３９は、容器本体３８に一体成形されている。連結部３９は、塵埃容器口３７に
対応して角丸矩形状に突出している。連結部３９は、一次塵埃容器１２が本体ケース１１
に取り付けられた状態において、塵埃容器口３７に嵌合している。連結部３９は、本体ケ
ース１１の外表面に面一な外周縁部を有する一方、廃棄口４１の周縁部に凹没部を有して
いる。この凹没部の中央には、廃棄口４１が配置されている。また凹没部には、廃棄蓋４
２が配置されている。
【００７６】
　なお、連結部３９は、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口３７を
臨むものであっても良い。この場合、連結部３９は、本体ケース１１の内側であって塵埃
容器口３７から見通すことができる場所に配置される。塵埃移送管２５は、塵埃容器口３
７を通じて連結部３９に到達可能な突出長さを有することが好ましい。
【００７７】
　廃棄口４１は、一次塵埃容器１２が本体ケース１１に取り付けられた状態において、自
律型掃除ユニット２の下方へ向かって開口されている。
【００７８】
　廃棄口４１は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係にお
いて、自律型掃除ユニット２の中央よりもステーションユニット５に近い側に配置されて
いる。つまり、廃棄口４１は、自律型掃除ユニット２が後退してステーションユニット５
へ近づき、一対の駆動輪４５をステーションユニット５の台座２１に乗り上げると、ステ
ーションユニット５の塵埃回収部２２に近づく。
【００７９】
　廃棄蓋４２は、自律型掃除ユニット２の外観に露出しており、本体ケース１１の外表面
に面一である。廃棄蓋４２には、ステーションユニット５のレバー２６を引っ掛けるレバ
ー受１２３が設けられている。なお、廃棄蓋４２も、連結部３９と同様に本体ケース１１
に取り付けられた状態において塵埃容器口３７を臨むものであっても良い。この場合、廃
棄蓋４２は、本体ケース１１の内側であって塵埃容器口３７から見通すことができる場所
に配置される。
【００８０】
　他方、本実施形態に係るステーションユニット５のレバー２６は、自律型掃除ユニット
２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう途中で自律型掃除ユニット２の廃棄蓋
４２に引っ掛かり、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達
すると廃棄蓋４２を開いて廃棄口４１と塵埃移送管２５とを流体的に接続させる（図７）
。
【００８１】
　自律型掃除ユニット２の廃棄蓋４２およびステーションユニット５のレバー２６は、自
律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう方向に交差する回転
中心線Ｃ３のまわりに回転する。なお、廃棄蓋４２の回転中心Ｃ４およびレバー２６の回
転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう
方向に対して直交することが望ましい。
【００８２】
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　レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続さ
れる位置へ向かう方向において塵埃移送管２５の開口縁部のうち自律型掃除ユニット２が
最初に到達する縁部に配置されている。
【００８３】
　また、レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に
接続される位置へ向かう方向に移動自在に支持されている。つまり、レバー２６の回転中
心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう方向
に移動することによって、自律型掃除ユニット２の帰巣制御における位置精度のばらつき
に影響されることなく、レバー受１２３にフック９７を引っ掛けることができる。
【００８４】
　さらに、レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的
に接続される位置へ向かう方向において塵埃移送管２５の開口縁部のうち自律型掃除ユニ
ット２が最初に到達する縁部に設けられる軸カバー１２５によって覆われている。
【００８５】
　廃棄蓋４２の回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続さ
れる位置へ向かう方向において廃棄蓋４２の遠方側に配置されている。また、廃棄蓋４２
の回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向
かう方向においてレバー受１２３よりも遠方側に配置されている。さらに、廃棄蓋４２の
回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向か
う方向において廃棄蓋４２のうち、廃棄口４１に接したり離れたりする蓋本体１２６より
も遠方側に配置されている。
【００８６】
　これらレバー２６の回転中心線Ｃ３および廃棄蓋４２の回転中心線Ｃ４の配置によって
、廃棄蓋４２は、レバー２６によって開かれると自律型掃除ユニット２の容器本体３８か
ら塵埃移送管２５へ塵埃を案内する傾斜面となる（図７）。
【００８７】
　なお、廃棄蓋４２は、コイルバネ１２７によって、閉じる方向へバネ力を受けている。
廃棄蓋４２は、コイルバネ１２７のバネ力に自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的
に接続される位置へ向かう推進力が勝ることによって開かれる。コイルバネ１２７は、レ
バー２６によって廃棄蓋４２が開かれると、押し潰されてエネルギーを蓄える一方、自律
型掃除ユニット２がステーションユニット５から離脱してレバー受１２３からレバー２６
が抜け出すと、エネルギーを解放して廃棄蓋４２を閉じる。
【００８８】
　また、レバー２６は、コイルバネ（図示省略）によって、起立する（図６）方向へバネ
力を受けている。レバー２６は、コイルバネのバネ力に自律型掃除ユニット２が充電電極
３に電気的に接続される位置へ向かう推進力が勝ることによって倒し込まれる。コイルバ
ネは、レバー２６によって廃棄蓋４２が開かれると、押し潰されてエネルギーを蓄える一
方、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５から離脱してレバー受１２３からレ
バー２６が抜け出すと、エネルギーを解放してレバー２６を起立させる。
【００８９】
　図８および図９は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す
横断面斜視図である。
【００９０】
　なお、図８は、蓋体８２を全開した状態を示している。図９は、蓋体８２を閉じる途中
で、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に接し始める状態を示している。
【００９１】
　図８に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５は、蓋体８２を開くこと
によって、本体８１内の塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８を取り出すことができる。
【００９２】
　蓋体８２の回転中心は送風機室９６側にあるため、蓋体８２は、送風機室９６側に寄る
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ように開く。蓋体８２は、ほぼ垂直に開き、塵埃容器室９５の上方を大きく開放する。
【００９３】
　そして、誤吸込阻止部８３は、蓋体８２に回転自在に支持されるため、蓋体８２が閉じ
ているときには蓋体８２の内面に沿う状態にあり（図５）、蓋体８２が開かされると自重
によって傾いて（回転して）倒れ込む。このとき、誤吸込阻止部８３に設けられた爪８７
は、誤吸込阻止部８３の傾きを適宜の角度で規制する。この適宜の角度は、蓋体８２を閉
じる際に、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に突き当たって蓋体８２の閉鎖を阻害し
ない角度に設定される。すなわち、図９に示すように、爪８７は、蓋体８２が閉じる過程
において、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に接する際に二次塵埃容器６８の外殻と
誤吸込阻止部８３とのなす角が鋭角となり、蓋体８２をさらに閉じることで誤吸込阻止部
８３が蓋体８２の内面に沿う状態（図５）へ倒れ込むように、誤吸込阻止部８３の傾きを
適宜の角度で規制している。
【００９４】
　図１０は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面斜
視図である。
【００９５】
　なお、図１０は、ステーションユニット５から二次塵埃容器６８を取り外した状態を示
している。
【００９６】
　本実施形態に係るステーションユニット５の塵埃移送管２５および最下流管８５は、塵
埃容器室９５から二次塵埃容器６８が取り出されると、塵埃容器室９５を通じて流体的に
接続されてしまう。塵埃移送管２５と最下流管８５とが塵埃容器室９５を通じて流体的に
接続された状態のままで二次電動送風機６９を運転してしまうと、二次電動送風機６９が
生じさせる負圧は、最下流管８５および塵埃容器室９５を経て塵埃移送管２５に作用し、
ひいては自律型掃除ユニット２が帰巣位置へ戻っていれば一次塵埃容器１２内の塵埃が塵
埃容器室９５内にまき散らされたり、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりしかねない。
【００９７】
　そこで、本実施形態に係るステーションユニット５は、図１０に示すように、塵埃容器
室９５から二次塵埃容器６８が取り出された場合には、誤吸込阻止部８３で最下流管８５
の入口を閉ざして最下流管８５と塵埃容器室９５との間で流体的な接続を遮断する。誤吸
込阻止部８３で最下流管８５の入口を閉ざした状態で二次電動送風機６９を運転してしま
っても、二次電動送風機６９が生じさせる負圧は、誤吸込阻止部８３を最下流管８５の入
口に押さえ付け、塵埃移送管２５に作用することなく、ひいては自律型掃除ユニット２が
帰巣位置へ戻っていても一次塵埃容器１２内の塵埃が塵埃容器室９５内にまき散らされた
り、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりすることを防ぐ。
【００９８】
　誤吸込阻止部８３の通気孔１２１は、最下流管８５を完全に閉塞してしまった場合の二
次電動送風機６９への負担を軽減するため、塵埃容器室９５内から最下流管８５内に空気
を導く。通気孔１２１の開口面積は、最下流管８５の流路断面積よりも十分に小さく、塵
埃容器室９５に作用する負圧によって一次塵埃容器１２内の塵埃が塵埃容器室９５内にま
き散らされたり、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりすることを回避可能な大きさに設
定される。
【００９９】
　ところで、制御部９３は、圧力検知部９１によって最下流管８５内の負圧を監視し、圧
力検知部９１の検知結果が予め定める吸込負圧より低圧になった場合には、報知部９２を
作動させて二次塵埃容器６８に蓄積される塵埃が予め定める規定量に達したことを報知す
る。この制御部９３の塵埃量報知制御は、塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８を取り出
した場合にも有効に機能している。つまり、制御部９３は、誤吸込阻止部８３に閉じられ
ることによって最下流管８５内の負圧が高まり、圧力検知部９１の検知結果が予め定める
吸込負圧より低圧になった場合にも、報知部９２を作動させて二次塵埃容器６８に蓄積さ



(13) JP 2016-15974 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

れる塵埃が予め定める規定量に達したことを報知する。
【０１００】
　つまり、電気掃除機１は、万一、塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８が取り出された
状態のまま運転を開始し、自律型掃除ユニット２からステーションユニット５へ塵埃の移
送を行おうとしても、誤吸込阻止部８３によって塵埃の移送を阻まれるとともに、最下流
管８５内の負圧の上昇によって報知部９２を作動させる。この報知によって、電気掃除機
１の使用者は、二次塵埃容器６８が取り付けられていなかったことに気付く。
【０１０１】
　図１１および図１２は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の二次塵埃容器を示す斜視
図である。
【０１０２】
　なお、図１１は、ステーションユニット５内に収容される状態の二次塵埃容器６８を示
し、図１２は、塵埃を廃棄したり、フィルタを清掃したりする場合の二次塵埃容器６８を
示している。
【０１０３】
　図１１および図１２に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５の二次塵
埃容器６８は、第一ヒンジ機構１１５回りに蓋体１０５を開くことによって、仕切板１１
３によって下流側空間１０８に蓄積される塵埃を塵埃容器１０２内から掻き出すように廃
棄することができる。
【０１０４】
　また、二次塵埃容器６８は、第一ヒンジ機構１１５回りに蓋体１０５を開くことによっ
て、膨出部１１２に蓄積される細塵を、下流側空間１０８に蓄積される粗塵とともに塵埃
容器１０２の側壁に沿わせて、巻き散らばりにくい状態で廃棄することができる。
【０１０５】

　さらに、二次塵埃容器６８は、第二ヒンジ機構１１６回りに蓋体１０５を開くことによ
って二次フィルタ１１０の濾過面を露出させて清掃することができる。
【０１０６】
　カバー管１１１も、第一ヒンジ機構１１５回りに開かれ、二次フィルタ１１０の反濾過
面側を露出させて清掃することができる。
【０１０７】
　なお、カバー管１１１、二次フィルタ１１０、および蓋体１０５は、カバー管１１１に
設けられている開閉フック１２９を解除することによって、開放される。
【０１０８】
　図１は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の外観を示す斜視図である。
【０１０９】
　図１および図２に示すように、本実施形態に係る電気掃除機１は、自律して被掃除面上
を移動して被掃除面上の塵埃を捕集する自律型掃除ユニット２と、自律型掃除ユニット２
の充電電極３を有するステーションユニット５と、を備えている。電気掃除機１は、自律
型掃除ユニット２を居室内の被掃除面の全域に渡って自律で移動させて塵埃を捕集し、こ
の後、自律型掃除ユニット２をステーションユニット５へ帰巣させて自律型掃除ユニット
２が捕集した塵埃をステーションユニット５側へ引き取り、収集する。
【０１１０】
　なお、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の充電電極３に電気的に接続さ
れる位置とは、ステーションユニット５へ帰巣する自律型掃除ユニット２の帰巣位置であ
って、自律型掃除ユニット２は、充電が必要な状態や、居室の掃除を終えた場合には、こ
の帰巣位置へ帰巣する。なお、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の充電電
極３に電気的に接続される位置は、自律移動する自律型掃除ユニット２と任意の場所に設
置可能なステーションユニット５との間の相対的な位置関係である。
【０１１１】
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　また、図１中の矢印Ａは自律型掃除ユニット２の前進方向、矢印Ｂは自律型掃除ユニッ
ト２の後退方向である。自律型掃除ユニット２の幅方向は、矢印Ａおよび矢印Ｂに対して
直交する方向である。
【０１１２】
　自律型掃除ユニット２は、前進してステーションユニット５から離脱し、居室内を自律
で走行する一方、ステーションユニット５へ帰巣する際には後退してステーションユニッ
ト５に連結する。
【０１１３】
　自律型掃除ユニット２は、いわゆるロボットクリーナである。自律型掃除ユニット２は
、中空円盤形状の本体ケース１１と、本体ケース１１の後部に着脱自在に設けられる一次
塵埃容器１２と、本体ケース１１内に収容されて一次塵埃容器１２に接続される一次電動
送風機１３と、被掃除面上の自律型掃除ユニット２を移動させる移動部１５と、移動部１
５を駆動させる駆動部１６と、駆動部１６を制御して被掃除面上の本体ケース１１を自律
的に移動させるロボット制御部１７と、電源としての二次電池１８と、を備えている。
【０１１４】
　ステーションユニット５は、被掃除面上に設置されている。ステーションユニット５は
、自律型掃除ユニット２が乗り上げる台座２１と、台座２１に一体化される塵埃回収部２
２と、充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう自律型掃除ユニット２を誘導するロ
ーラ対２３と、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係におい
て、自律型掃除ユニット２の一次塵埃容器１２に気密に連結される塵埃移送管２５と、塵
埃移送管２５内から突出するレバー２６と、商用交流電源から電力を導く電源コード２９
と、を備えている。
【０１１５】
　次に、本発明の実施形態に係る自律型掃除ユニット２について詳細に説明する。
【０１１６】
　図２は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットの底面を示す斜視図
である。
【０１１７】
　図２に示すように、本発明の実施形態に係る電気掃除機１の自律型掃除ユニット２は、
本体ケース１１の底面１１ａに設けられる吸込口用清掃体３１と、吸込口用清掃体３１を
駆動させる吸込口用駆動部３２と、本体ケース１１の底面１１ａに設けられる左右一対の
底面側部清掃体３３と、底面側部清掃体３３のそれぞれを駆動させる左右一対の底面側部
駆動部３５と、を備えている。
【０１１８】
　円盤形状の本体ケース１１は、例えば合成樹脂製であり、被掃除面上を容易に旋回でき
る。底面１１ａの後半部の幅方向中央部には、横長の吸込口３６が開口されている。
【０１１９】
　吸込口３６は、本体ケース１１の幅寸法、つまり直径寸法の３分の２程度の幅寸法を有
している。吸込口３６は、一次塵埃容器１２を経て一次電動送風機１３に流体的に接続さ
れている。
【０１２０】
　また、本体ケース１１は、底面１１ａに塵埃容器口３７を有している。塵埃容器口３７
は、一次塵埃容器１２を覆う部分に配置されている。塵埃容器口３７は、角丸矩形状に開
口されて、本体ケース１１に装着された一次塵埃容器１２を部分的に露出させている。
【０１２１】
　一次塵埃容器１２は、一次電動送風機１３が発生させる吸込負圧によって吸込口３６か
ら吸い込まれる塵埃を蓄積する。塵埃を濾過捕集するフィルタ、遠心分離(サイクロン分
離)や直進分離などの慣性分離によって塵埃を蓄積する分離装置などが一次塵埃容器１２
に適用される。一次塵埃容器１２は、本体ケース１１の後部に配置されている。一次塵埃
容器１２は、本体ケース１１に着脱自在に設けられて自律型掃除ユニット２が捕集する塵
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埃を蓄積する容器本体３８と、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口
３７から露出する連結部３９と、連結部３９に設けられて容器本体３８内の塵埃を廃棄す
る廃棄口４１と、廃棄口４１を開閉する廃棄蓋４２と、を備えている。
【０１２２】
　移動部１５は、本体ケース１１の底面１１ａに配置される左右一対の駆動輪４５と、本
体ケース１１の底面１１ａに配置される旋回輪４６と、を備えている。
【０１２３】
　一対の駆動輪４５は、本体ケース１１の底面１１ａから突出しており、自律型掃除ユニ
ット２を被掃除面上に置いた状態で被掃除面に接地する。また、一対の駆動輪４５は、本
体ケース１１の前後方向において略中央部に配置され、かつ吸込口３６の前方を避けて本
体ケース１１の左右の側部寄りに配置されている。一対の駆動輪４５の回動軸は、本体ケ
ース１１の幅方向に沿って延びる直線上に配置されている。自律型掃除ユニット２は、左
右の駆動輪４５を互いに同一方向に回転させることによって前進または後退し、左右の駆
動輪４５を互いに反対方向に回転させることによって右回りまたは左回りに旋回する。
【０１２４】
　旋回輪４６は、被掃除面を旋回自在な従動輪である。本体ケース１１の幅方向の略中央
部、かつ、前部に配置されている。
【０１２５】
　駆動部１６は、一対の駆動輪４５のそれぞれに接続される一対の電動機である。駆動部
１６は、左右の駆動輪４５をそれぞれ独立に駆動させる。
【０１２６】
　ロボット制御部１７は、マイクロプロセッサ（図示省略）、およびマイクロプロセッサ
が実行する各種演算プログラム、パラメータなどを記憶する記憶装置（図示省略）を備え
ている。ロボット制御部１７は、一次電動送風機１３、吸込口用駆動部３２、駆動部１６
、および底面側部駆動部３５に電気的に接続されている。
【０１２７】
　二次電池１８は、一次電動送風機１３、吸込口用駆動部３２、駆動部１６、底面側部駆
動部３５、およびロボット制御部１７の電源である。二次電池１８は、例えば旋回輪４６
の後方に配置されている。二次電池１８は、本体ケース１１の底面１１ａに配置される一
対の充電端子４７に電気的に接続されている。二次電池１８は、ステーションユニット５
の充電電極３に充電端子４７が接続されることによって充電される。
【０１２８】
　吸込口用清掃体３１は、吸込口３６に設けられている。吸込口用清掃体３１は、本体ケ
ース１１の幅方向に延びる回転中心線回りに回転可能な軸状のブラシである。吸込口用清
掃体３１は、例えば長尺な軸部と、軸部の径方向に延び、かつ軸部の長手方向へ螺旋状に
並ぶ複数条のブラシと、を備えている。吸込口用清掃体３１は、吸込口３６から本体ケー
ス１１の底面１１ａよりも下方へと突出しており、自律型掃除ユニット２を被掃除面上に
置いた状態でブラシを被掃除面に接触させる。
【０１２９】
　吸込口用駆動部３２は、本体ケース１１内に収容されている。
【０１３０】
　一対の底面側部清掃体３３は、吸込口用清掃体３１の前進方向に対する左右の両側方に
配置されて、吸込口用清掃体３１が届かない壁際の被掃除面上の塵埃を掻き集めて吸込口
３６へ導く補助的な清掃体である。それぞれの底面側部清掃体３３は、被掃除面の垂線に
対してやや前傾する回転中心となるブラシ基部４８と、ブラシ基部４８の径方向に向けて
放射状に突出する例えば３つの線状清掃体４９と、を備えている。
【０１３１】
　それぞれのブラシ基部４８は、吸込口３６および左右の駆動輪４５よりも前方、かつ旋
回輪４６よりも後方であって、吸込口３６よりも左右の側方寄りに配置されている。また
、それぞれのブラシ基部４８の回転中心線は、被掃除面の垂線に対してやや前傾されてい
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る。このため、線状清掃体４９は、被掃除面に対して前傾した面に沿って旋回している。
つまり、ブラシ基部４８に対して前側に旋回してくる線状清掃体４９は先端側ほど被掃除
面に対して押し付けられ、ブラシ基部４８に対して後ろ側に旋回してくる線状清掃体４９
は先端側ほど被掃除面から離れることになる。
【０１３２】
　線状清掃体４９は、ブラシ基部４８から例えば三方向へ等間隔に配置されている。なお
、線状清掃体４９は、ブラシ基部４８ごとに４つ以上設けられていてもよい。それぞれの
線状清掃体４９は、先端側に清掃部材としての複数のブラシ毛を備えている。さらに、ブ
ラシ毛は、本体ケース１１の外周縁よりも外側へ拡がる軌跡を描いてブラシ基部４８を中
心に旋回している。
【０１３３】
　それぞれの底面側部駆動部３５は、下方に突出して底面側部清掃体３３のブラシ基部４
８に接続される回転軸を備えている。それぞれの底面側部駆動部３５は、被掃除面上の塵
埃を吸込口３６へと掻き集めるように底面側部清掃体３３を回転させる。
【０１３４】
　次に、本発明の実施形態に係るステーションユニット５について詳細に説明する。
【０１３５】
　図３は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す斜視図であ
る。
【０１３６】
　図３に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５の台座２１は、ステーシ
ョンユニット５の前側へ張り出して矩形状に拡がっている。台座２１は、塵埃回収部２２
の底部に連接する高床部６１と、高床部６１から張り出す低床部６２と、を備えている。
低床部６２および高床部６１は、ステーションユニット５の幅方向へ帯状に延びている。
低床部６２には、ローラ対２３が配置されている。高床部６１には、充電電極３および塵
埃移送管２５の入口が配置されている。
【０１３７】
　自律型掃除ユニット２は、一対の駆動輪４５を低床部６２に乗り上げ、一次塵埃容器１
２を高床部６１の上方に配置する姿勢でステーションユニット５の帰巣位置へ到達する。
【０１３８】
　ローラ対２３は、台座２１の低床部６２の左右それぞれの端部、かつ前端部に配置され
ている。
【０１３９】
　ローラ対２３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向か
う方向に交差する方向、つまり幅方向へ自律型掃除ユニット２を誘導する一対の交差方向
ローラ６３と、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達する
と一対の駆動輪４５のそれぞれを空転させる一対の停止用ローラ６５と、を備えている。
ローラ対２３、つまり一対の交差方向ローラ６３および一対の停止用ローラ６５は、一対
の駆動輪４５の接地面としての台座２１よりも突出している。
【０１４０】
　一対の交差方向ローラ６３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続され
る位置へ向かって離間距離の狭まる非平行な回転中心Ｃ１を有している。つまり、一対の
交差方向ローラ６３は、台座２１側から塵埃回収部２２に近づくにつれて相互に近づく回
転中心Ｃ１を有している。
【０１４１】
　一対の停止用ローラ６５は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される
位置へ向かう方向に交差する回転中心Ｃ２を有している。一対の停止用ローラ６５は、自
律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達すると一対の駆動輪４
５のそれぞれを空転させて自律型掃除ユニット２の進行（後退）を阻止する。なお、一対
の停止用ローラ６５の回転中心Ｃ２は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接
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続される位置へ向かう方向に対して直交することが望ましい。
【０１４２】
　台座２１は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう際
に一対の駆動輪４５のそれぞれの接地面積を減じる凹凸状の走行面６６を備えている。走
行面６６は、ローラ対２３、つまり一対の交差方向ローラ６３および一対の停止用ローラ
６５に囲まれる部分に配置されている。走行面６６は、台座２１の一部に設けられる複数
の線状凹凸、格子状凹凸、または複数の半球状凹凸である。
【０１４３】
　塵埃回収部２２は、塵埃移送管２５を通じて一次塵埃容器１２から廃棄される塵埃を蓄
積する二次塵埃容器６８と、塵埃回収部２２内に収容されて二次塵埃容器６８に接続され
る二次電動送風機６９と、商用交流電源から二次電動送風機６９および充電電極３へ電力
を導く電源コード２９と、を備えている。
【０１４４】
　塵埃回収部２２は、ステーションユニット５の後部に配置されて台座２１よりも上方へ
角丸矩形状に延びている。塵埃回収部２２の正面壁は、自律型掃除ユニット２の後端部に
対応する円弧状の凹没部７１を備えている。塵埃移送管２５の入口は、台座２１の高床部
６１から凹没部７１に渡っている。また、凹没部７１には、自律型掃除ユニット２が充電
電極３に電気的に接続される位置へ到達したか否かを検知する帰巣確認検知部７２が設け
られている。帰巣確認検知部７２は、可視光や赤外線を利用して自律型掃除ユニット２と
の相対距離を検知する所謂、対物センサである。帰巣確認検知部７２は、塵埃回収部２２
の正面方向において自律型掃除ユニット２との相対距離を検知する第一センサ部７３と、
塵埃回収部２２の高さ方向において自律型掃除ユニット２との相対距離を検知する第二セ
ンサ部７５と、を備えている。
【０１４５】
　また、塵埃回収部２２は、本体８１内に収容される二次塵埃容器６８を覆い隠す蓋体８
２を備えている。蓋体８２は、塵埃回収部２２の天井の一部、具体的には右半分を開閉す
る。蓋体８２の下方には、二次塵埃容器６８が配置されている。
【０１４６】
　充電電極３は、塵埃移送管２５の入口を挟んで一対に設けられている。また、充電電極
３のそれぞれは、凹没部７１の左右の縁の正面に配置されている。
【０１４７】
　図４は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す縦断面であ
る。
【０１４８】
　図５は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面であ
る。
【０１４９】
　図４および図５に示すように、本発明の実施形態に係るステーションユニット５の塵埃
回収部２２は、塵埃を案内する風路としての塵埃移送管２５を有する本体８１と、本体８
１内から取り出し自在に収納されて塵埃移送管２５に着脱自在に連結される塵埃集塵部と
しての二次塵埃容器６８と、二次塵埃容器６８を介して塵埃移送管２５に吸い込み負圧を
生じさせる二次電動送風機６９と、本体８１内に収容される二次塵埃容器６８を覆い隠す
蓋体８２と、蓋体８２に設けられて、二次塵埃容器６８が本体８１内から取り出されてい
る場合には、二次電動送風機６９の吸込側の風路を塞ぐ誤吸込阻止部８３と、二次塵埃容
器６８と二次電動送風機６９とを流体的に接続する最下流管８５と、を備えている。
【０１５０】
　また、塵埃回収部２２は、誤吸込阻止部８３に設けられて、蓋体８２が閉じる過程で二
次塵埃容器６８に接触する際、誤吸込阻止部８３の揺動角度を規制して二次電動送風機６
９の吸込側の風路を塞ぐシール面８６を二次塵埃容器６８へ向ける爪８７を備えている。
【０１５１】
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　さらに、塵埃回収部２２は、二次電動送風機６９の吸込負圧を検知する圧力検知部９１
と、二次塵埃容器６８に蓄積される塵埃が予め定める規定量に達したことを報知する報知
部９２と、圧力検知部９１の検知結果が予め定める吸込負圧より低圧になった場合には報
知部９２を作動させる制御部９３と、を備えている。
【０１５２】
　本体８１は、奥行き方向（自律型掃除ユニット２が帰巣する際に進行する方向）に短く
、幅方向に長い。本体８１は、幅方向における一方の半部、具体的には右側半部に二次塵
埃容器６８を収容する塵埃容器室９５を区画し、幅方向における他方の半部、具体的には
左側半部に二次電動送風機６９を収容する送風機室９６を区画している。
【０１５３】
　塵埃移送管２５は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係
において、一次塵埃容器１２の連結部３９に接して廃棄口４１に気密に連結される。塵埃
移送管２５の開口縁には環状のシール部材２５ａが設けられている。シール部材２５ａは
、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係において、連結部３
９に密着する。塵埃移送管２５は、台座２１の高床部６１に配置される入口から後方へ延
びて塵埃回収部２２内へ至り、塵埃回収部２２内で屈曲しつつ塵埃容器室９５と送風機室
９６との間を上方へ延びて二次塵埃容器６８の側方へ至る。塵埃移送管２５は、ステーシ
ョンユニット５の上方へ向かって開口する入口と、二次塵埃容器６８へ向かって側方へ開
口する出口と、を有している。
【０１５４】
　塵埃移送管２５の入口に配置されるレバー２６は、塵埃回収部２２の正面方向、かつ上
向きに延びるフック９７を備えている。
【０１５５】
　二次塵埃容器６８は、天面が開放され、側面に吸込口１０１を有する塵埃容器１０２と
、塵埃容器１０２の天井を閉じるとともに吐出口１０３を有する蓋体１０５と、吐出口１
０３に設けられるネットフィルタ１０６と、蓋体１０５から塵埃容器１０２の底面に向か
い垂れ下がって塵埃容器１０２内を吸込口１０１に直接的に繋がる上流側空間１０７と、
吐出口１０３に繋がる下流側空間１０８とに仕切り、塵埃容器１０２内の底部で上流側空
間１０７と下流側空間１０８とを繋げる仕切板１０９と、吐出口１０３に繋がって蓋体１
０５の上方に覆い被さる二次フィルタ１１０と、二次フィルタ１１０の下流側風路を仕切
るカバー管１１１と、を備えている。
【０１５６】
　塵埃容器１０２は、下流側空間１０８の下方に上流側空間１０７の底部よりも下方へ膨
出した膨出部１１２を備えている。
【０１５７】
　二次フィルタ１１０は、最下流管８５に連結されている。
【０１５８】
　また、二次塵埃容器６８は、蓋体１０５、仕切板１１３、および二次フィルタ１１０を
一体で開閉する第一ヒンジ機構１１５と、蓋体１０５および仕切板１１３を一体で揺動さ
せて二次フィルタ１１０の濾過面側の空間を開閉する第二ヒンジ機構１１６と、を備えて
いる。
【０１５９】
　カバー管１１１は、二次フィルタ１１０の下流風路を最下流管８５に接続する風路を兼
ねている。カバー管１１１は、蓋体１０５とともに第一ヒンジ機構１１５によって揺動自
在に支持されている。
【０１６０】
　第一ヒンジ機構１１５は、吸込口１０１の上方に配置されている。
【０１６１】
　第二ヒンジ機構１１６は、第一ヒンジ機構１１５からみて蓋体１０５の反対端に配置さ
れている。
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【０１６２】
　二次電動送風機６９は、吸込口を上方へ向けて本体８１の送風機室９６に収容されてい
る。
【０１６３】
　最下流管８５は、二次電動送風機６９の吸込側の風路であって、塵埃移送管２５の上方
に配置されて塵埃回収部２２の本体８１内を幅方向へ延びている。最下流管８５の入口は
、塵埃容器室９５に開口している。最下流管８５の出口は、二次電動送風機６９の吸込口
に接続されている。最下流管８５は、二次塵埃容器６８が塵埃容器室９５に納められると
二次塵埃容器６８の二次フィルタ１１０の下流側に連結される。
【０１６４】
　蓋体８２は、本体８１に揺動自在に設けられている。蓋体８２は、二次塵埃容器６８を
納める塵埃容器室９５の天井開口を開閉する。
【０１６５】
　誤吸込阻止部８３は、蓋体８２に揺動自在に設けられている。
【０１６６】
　誤吸込阻止部８３は、二次電動送風機６９の吸込側の風路の完全閉塞を回避する通気孔
１２１を有している。
【０１６７】
　自律型掃除ユニット２がステーションユニット５の帰巣位置へ戻ると、自律型掃除ユニ
ット２の充電端子４７がステーションユニット５の充電電極３に電気的に接続される。こ
のとき、ステーションユニット５の塵埃移送管２５は、一次塵埃容器１２の連結部３９に
接続される。この後、ステーションユニット５は、二次電動送風機６９を駆動させて、図
４および図５中の実線矢印の方向へ空気を吸い込んで、一次塵埃容器１２から二次塵埃容
器６８へ塵埃を移動させる。二次塵埃容器６８は、目の粗い粗塵をネットフィルタ１０６
で補足して下流側空間１０８に蓄積する。ネットフィルタ１０６に補足される塵埃は、下
流側空間１０８上側から下側へ向かって蓄積される。また、ネットフィルタ１０６に補足
される塵埃は、空気の流れによってネットフィルタ１０６へ押し付けられるようにして圧
縮される。圧縮された粗塵は、目の細かいフィルタのような役割をして空気の含まれる目
の細かい細塵を補足する。圧縮された粗塵に補足される細塵は、粗塵に纏わり付くものが
ある一方で、粗塵から脱落して下流側空間１０８の下方へ至るものもある。下流側空間１
０８下方には膨出部１１２があり、粗塵から脱落する細塵は、膨出部１１２に降り積もる
。膨出部１１２では、二次塵埃容器６８内を上流側空間１０７から下流側空間１０８へと
Ｕ字状に流れる空気が淀みやすい。このため、膨出部１１２に降り積もる細塵は、二次塵
埃容器６８内の空気流に舞い上げられることなく、膨出部１１２に溜まりやすい。
【０１６８】
　ネットフィルタ１０６を通過する目の細かい細塵や、圧縮された粗塵を通過する細塵は
、二次フィルタ１１０によって補足される。
【０１６９】
　図６および図７は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の自律型掃除ユニットおよびス
テーションユニットの連結部分を示す縦断面図である。
【０１７０】
　図６および図７は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置、つ
まり帰巣位置へ近づく様子を示している。また、自律型掃除ユニット２がステーションユ
ニット５から離れる場合には図７から図６へと逆順の様相となる。
【０１７１】
　図６および図７に示すように、本実施形態に係る自律型掃除ユニット２の一次塵埃容器
１２は、本体ケース１１に着脱自在に設けられて自律型掃除ユニット２が捕集する塵埃を
蓄積する容器本体３８と、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口３７
から露出する連結部３９と、連結部３９に設けられて容器本体３８内の塵埃を廃棄する廃
棄口４１と、廃棄口４１を開閉する廃棄蓋４２と、を備えている。
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【０１７２】
　連結部３９は、容器本体３８に一体成形されている。連結部３９は、塵埃容器口３７に
対応して角丸矩形状に突出している。連結部３９は、一次塵埃容器１２が本体ケース１１
に取り付けられた状態において、塵埃容器口３７に嵌合している。連結部３９は、本体ケ
ース１１の外表面に面一な外周縁部を有する一方、廃棄口４１の周縁部に凹没部を有して
いる。この凹没部の中央には、廃棄口４１が配置されている。また凹没部には、廃棄蓋４
２が配置されている。
【０１７３】
　なお、連結部３９は、本体ケース１１に取り付けられた状態において塵埃容器口３７を
臨むものであっても良い。この場合、連結部３９は、本体ケース１１の内側であって塵埃
容器口３７から見通すことができる場所に配置される。塵埃移送管２５は、塵埃容器口３
７を通じて連結部３９に到達可能な突出長さを有することが好ましい。
【０１７４】
　廃棄口４１は、一次塵埃容器１２が本体ケース１１に取り付けられた状態において、自
律型掃除ユニット２の下方へ向かって開口されている。
【０１７５】
　廃棄口４１は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置関係にお
いて、自律型掃除ユニット２の中央よりもステーションユニット５に近い側に配置されて
いる。つまり、廃棄口４１は、自律型掃除ユニット２が後退してステーションユニット５
へ近づき、一対の駆動輪４５をステーションユニット５の台座２１に乗り上げると、ステ
ーションユニット５の塵埃回収部２２に近づく。
【０１７６】
　廃棄蓋４２は、自律型掃除ユニット２の外観に露出しており、本体ケース１１の外表面
に面一である。廃棄蓋４２には、ステーションユニット５のレバー２６を引っ掛けるレバ
ー受１２３が設けられている。なお、廃棄蓋４２も、連結部３９と同様に本体ケース１１
に取り付けられた状態において塵埃容器口３７を臨むものであっても良い。この場合、廃
棄蓋４２は、本体ケース１１の内側であって塵埃容器口３７から見通すことができる場所
に配置される。
【０１７７】
　他方、本実施形態に係るステーションユニット５のレバー２６は、自律型掃除ユニット
２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう途中で自律型掃除ユニット２の廃棄蓋
４２に引っ掛かり、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ到達
すると廃棄蓋４２を開いて廃棄口４１と塵埃移送管２５とを流体的に接続させる（図７）
。
【０１７８】
　自律型掃除ユニット２の廃棄蓋４２およびステーションユニット５のレバー２６は、自
律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう方向に交差する回転
中心線Ｃ３のまわりに回転する。なお、廃棄蓋４２の回転中心Ｃ４およびレバー２６の回
転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう
方向に対して直交することが望ましい。
【０１７９】
　レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続さ
れる位置へ向かう方向において塵埃移送管２５の開口縁部のうち自律型掃除ユニット２が
最初に到達する縁部に配置されている。
【０１８０】
　また、レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に
接続される位置へ向かう方向に移動自在に支持されている。つまり、レバー２６の回転中
心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向かう方向
に移動することによって、自律型掃除ユニット２の帰巣制御における位置精度のばらつき
に影響されることなく、レバー受１２３にフック９７を引っ掛けることができる。
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【０１８１】
　さらに、レバー２６の回転中心線Ｃ３は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的
に接続される位置へ向かう方向において塵埃移送管２５の開口縁部のうち自律型掃除ユニ
ット２が最初に到達する縁部に設けられる軸カバー１２５によって覆われている。
【０１８２】
　廃棄蓋４２の回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続さ
れる位置へ向かう方向において廃棄蓋４２の遠方側に配置されている。また、廃棄蓋４２
の回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向
かう方向においてレバー受１２３よりも遠方側に配置されている。さらに、廃棄蓋４２の
回転中心線Ｃ４は、自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的に接続される位置へ向か
う方向において廃棄蓋４２のうち、廃棄口４１に接したり離れたりする蓋本体１２６より
も遠方側に配置されている。
【０１８３】
　これらレバー２６の回転中心線Ｃ３および廃棄蓋４２の回転中心線Ｃ４の配置によって
、廃棄蓋４２は、レバー２６によって開かれると自律型掃除ユニット２の容器本体３８か
ら塵埃移送管２５へ塵埃を案内する傾斜面となる（図７）。
【０１８４】
　なお、廃棄蓋４２は、コイルバネ１２７によって、閉じる方向へバネ力を受けている。
廃棄蓋４２は、コイルバネ１２７のバネ力に自律型掃除ユニット２が充電電極３に電気的
に接続される位置へ向かう推進力が勝ることによって開かれる。コイルバネ１２７は、レ
バー２６によって廃棄蓋４２が開かれると、押し潰されてエネルギーを蓄える一方、自律
型掃除ユニット２がステーションユニット５から離脱してレバー受１２３からレバー２６
が抜け出すと、エネルギーを解放して廃棄蓋４２を閉じる。
【０１８５】
　また、レバー２６は、コイルバネ（図示省略）によって、起立する（図６）方向へバネ
力を受けている。レバー２６は、コイルバネのバネ力に自律型掃除ユニット２が充電電極
３に電気的に接続される位置へ向かう推進力が勝ることによって倒し込まれる。コイルバ
ネは、レバー２６によって廃棄蓋４２が開かれると、押し潰されてエネルギーを蓄える一
方、自律型掃除ユニット２がステーションユニット５から離脱してレバー受１２３からレ
バー２６が抜け出すと、エネルギーを解放してレバー２６を起立させる。
【０１８６】
　図８および図９は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す
横断面斜視図である。
【０１８７】
　なお、図８は、蓋体８２を全開した状態を示している。図９は、蓋体８２を閉じる途中
で、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に接し始める状態を示している。
【０１８８】
　図８に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５は、蓋体８２を開くこと
によって、本体８１内の塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８を取り出すことができる。
【０１８９】
　蓋体８２の回転中心は送風機室９６側にあるため、蓋体８２は、送風機室９６側に寄る
ように開く。蓋体８２は、ほぼ垂直に開き、塵埃容器室９５の上方を大きく開放する。
【０１９０】
　そして、誤吸込阻止部８３は、蓋体８２に回転自在に支持されるため、蓋体８２が閉じ
ているときには蓋体８２の内面に沿う状態にあり（図５）、蓋体８２が開かされると自重
によって傾いて（回転して）倒れ込む。このとき、誤吸込阻止部８３に設けられた爪８７
は、誤吸込阻止部８３の傾きを適宜の角度で規制する。この適宜の角度は、蓋体８２を閉
じる際に、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に突き当たって蓋体８２の閉鎖を阻害し
ない角度に設定される。すなわち、図９に示すように、爪８７は、蓋体８２が閉じる過程
において、誤吸込阻止部８３が二次塵埃容器６８に接する際に二次塵埃容器６８の外殻と
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誤吸込阻止部８３とのなす角が鋭角となり、蓋体８２をさらに閉じることで誤吸込阻止部
８３が蓋体８２の内面に沿う状態（図５）へ倒れ込むように、誤吸込阻止部８３の傾きを
適宜の角度で規制している。
【０１９１】
　図１０は、本発明の実施形態に係る電気掃除機のステーションユニットを示す横断面斜
視図である。
【０１９２】
　なお、図１０は、ステーションユニット５から二次塵埃容器６８を取り外した状態を示
している。
【０１９３】
　本実施形態に係るステーションユニット５の塵埃移送管２５および最下流管８５は、塵
埃容器室９５から二次塵埃容器６８が取り出されると、塵埃容器室９５を通じて流体的に
接続されてしまう。塵埃移送管２５と最下流管８５とが塵埃容器室９５を通じて流体的に
接続された状態のままで二次電動送風機６９を運転してしまうと、二次電動送風機６９が
生じさせる負圧は、最下流管８５および塵埃容器室９５を経て塵埃移送管２５に作用し、
ひいては自律型掃除ユニット２が帰巣位置へ戻っていれば一次塵埃容器１２内の塵埃が塵
埃容器室９５内にまき散らされたり、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりしかねない。
【０１９４】
　そこで、本実施形態に係るステーションユニット５は、図１０に示すように、塵埃容器
室９５から二次塵埃容器６８が取り出された場合には、誤吸込阻止部８３で最下流管８５
の入口を閉ざして最下流管８５と塵埃容器室９５との間で流体的な接続を遮断する。誤吸
込阻止部８３で最下流管８５の入口を閉ざした状態で二次電動送風機６９を運転してしま
っても、二次電動送風機６９が生じさせる負圧は、誤吸込阻止部８３を最下流管８５の入
口に押さえ付け、塵埃移送管２５に作用することなく、ひいては自律型掃除ユニット２が
帰巣位置へ戻っていても一次塵埃容器１２内の塵埃が塵埃容器室９５内にまき散らされた
り、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりすることを防ぐ。
【０１９５】
　誤吸込阻止部８３の通気孔１２１は、最下流管８５を完全に閉塞してしまった場合の二
次電動送風機６９への負担を軽減するため、塵埃容器室９５内から最下流管８５内に空気
を導く。通気孔１２１の開口面積は、最下流管８５の流路断面積よりも十分に小さく、塵
埃容器室９５に作用する負圧によって一次塵埃容器１２内の塵埃が塵埃容器室９５内にま
き散らされたり、二次電動送風機６９へ吸い込まれたりすることを回避可能な大きさに設
定される。
【０１９６】
　ところで、制御部９３は、圧力検知部９１によって最下流管８５内の負圧を監視し、圧
力検知部９１の検知結果が予め定める吸込負圧より低圧になった場合には、報知部９２を
作動させて二次塵埃容器６８に蓄積される塵埃が予め定める規定量に達したことを報知す
る。この制御部９３の塵埃量報知制御は、塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８を取り出
した場合にも有効に機能している。つまり、制御部９３は、誤吸込阻止部８３に閉じられ
ることによって最下流管８５内の負圧が高まり、圧力検知部９１の検知結果が予め定める
吸込負圧より低圧になった場合にも、報知部９２を作動させて二次塵埃容器６８に蓄積さ
れる塵埃が予め定める規定量に達したことを報知する。
【０１９７】
　つまり、電気掃除機１は、万一、塵埃容器室９５から二次塵埃容器６８が取り出された
状態のまま運転を開始し、自律型掃除ユニット２からステーションユニット５へ塵埃の移
送を行おうとしても、誤吸込阻止部８３によって塵埃の移送を阻まれるとともに、最下流
管８５内の負圧の上昇によって報知部９２を作動させる。この報知によって、電気掃除機
１の使用者は、二次塵埃容器６８が取り付けられていなかったことに気付く。
【０１９８】
　図１１および図１２は、本発明の実施形態に係る電気掃除機の二次塵埃容器を示す斜視
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図である。
【０１９９】
　なお、図１１は、ステーションユニット５内に収容される状態の二次塵埃容器６８を示
し、図１２は、塵埃を廃棄したり、フィルタを清掃したりする場合の二次塵埃容器６８を
示している。
【０２００】
　図１１および図１２に示すように、本実施形態に係るステーションユニット５の二次塵
埃容器６８は、第一ヒンジ機構１１５回りに蓋体１０５を開くことによって、仕切板１１
３によって下流側空間１０８に蓄積される塵埃を塵埃容器１０２内から掻き出すように廃
棄することができる。
【０２０１】
　また、二次塵埃容器６８は、第一ヒンジ機構１１５回りに蓋体１０５を開くことによっ
て、膨出部１１２に蓄積される細塵を、下流側空間１０８に蓄積される粗塵とともに塵埃
容器１０２の側壁に沿わせて、巻き散らばりにくい状態で廃棄することができる。
【０２０２】

　さらに、二次塵埃容器６８は、第二ヒンジ機構１１６回りに蓋体１０５を開くことによ
って二次フィルタ１１０の濾過面を露出させて清掃することができる。
【０２０３】
　カバー管１１１も、第一ヒンジ機構１１５回りに開かれ、二次フィルタ１１０の反濾過
面側を露出させて清掃することができる。
【０２０４】
　なお、カバー管１１１、二次フィルタ１１０、および蓋体１０５は、カバー管１１１に
設けられている開閉フック１２９を解除することによって、開放される。
【０２０５】
　このように構成された本実施形態に係る電気掃除機１は、一対の駆動輪４５のそれぞれ
に接して帰巣位置へ向かう自律型掃除ユニット２を誘導するローラ対２３を備えることに
よって、おおよそステーションユニット５へ向かって移動する自律型掃除ユニット２を機
械的に帰巣位置へ導き、自律型掃除ユニット２を帰巣位置へ誘導する制御ロジックを複雑
、高度にすることなく、帰巣制御の処理負荷を抑制して、制御装置や制御プログラムの開
発コストを低減し、実現性を高めることができる。
【０２０６】
　また、本実施形態に係る電気掃除機１は、一対の交差方向ローラ６３を備えることによ
って、帰巣位置における自律型掃除ユニット２およびステーションユニット５の幅方向の
位置決めを確実にすることができる。
【０２０７】
　さらに、本実施形態に係る電気掃除機１は、一対の交差方向ローラ６３の回転中心を帰
巣位置へ向かって狭めることによって、自律型掃除ユニット２およびステーションユニッ
ト５の幅方向の位置決めを円滑に行うことができる。
【０２０８】
　さらにまた、本実施形態に係る電気掃除機１は、一対の停止用ローラ６５を備えること
によって、帰巣位置における自律型掃除ユニット２およびステーションユニット５の接離
方向（前後方向）の位置決めを確実にすることができる。
【０２０９】
　また、本実施形態に係る電気掃除機１は、一対の停止用ローラ６５の回転中心を帰巣位
置へ向かう方向に交差させることによって、一対の駆動輪４５を確実に空転させて、帰巣
位置に停止させることができる。
【０２１０】
　さらに、本実施形態に係る電気掃除機１は、ローラ対２３を一対の駆動輪４５の接地面
よりも突出させることによって、帰巣位置へ向かう自律型掃除ユニット２の走行安定と、
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帰巣位置における確実な位置決めを容易に両立できる。
【０２１１】
　さらにまた、本実施形態に係る電気掃除機１は、自律型掃除ユニット２の一対の駆動輪
４５それぞれの接地面積を減じる凹凸状の走行面によって、一対の駆動輪４５とステーシ
ョンユニット５との摩擦力を減じ、ローラ対２３による自律型掃除ユニット２の誘導を円
滑にする。
【０２１２】
　したがって、本実施形態に係る電気掃除機１によれば、自律型掃除ユニット２を塵埃排
出位置、つまり帰巣位置へ容易に精度良く案内できる。
【０２１３】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【０２１４】
１　電気掃除機
２　自律型掃除ユニット
３　充電電極
５　ステーションユニット
１１　本体ケース
１１ａ　底面
１２　一次塵埃容器
１３　一次電動送風機
１５　移動部
１６　駆動部
１７　ロボット制御部
１３　二次電池
２１　台座
２２　塵埃回収部
２３　ローラ対
２５　塵埃移送管
２５ａ　シール部材
２６　レバー
２９　電源コード
３１　吸込口用清掃体
３２　吸込口用駆動部
３３　底面側部清掃体
３５　底面側部駆動部
３６　吸込口
３７　塵埃容器口
３８　容器本体
３９　連結部
４１　廃棄口
４２　廃棄蓋
４５　駆動輪
４６　旋回輪
４７　充電端子
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４８　ブラシ基部
４９　線状清掃体
６１　高床部
６２　低床部
６３　交差方向ローラ
６５　停止用ローラ
６６　走行面
６８　二次塵埃容器
６９　二次電動送風機
７１　凹没部
７２　帰巣確認検知部
７３　第一センサ部
７５　第二センサ部
８１　本体
８２　蓋体
８３　誤吸込阻止部
８５　最下流管
８６　シール面
８７　爪
９１　圧力検知部
９２　報知部
９３　制御部
９５　塵埃容器室
９６　送風機室
９７　フック
１０１　吸込口
１０２　塵埃容器
１０３　吐出口
１０５　蓋体
１０６　ネットフィルタ
１０７　上流側空間
１０８　下流側空間
１０９　仕切板
１１０　二次フィルタ
１１１　カバー管
１１２　膨出部
１１３　仕切板
１１５　第一ヒンジ機構
１１６　第二ヒンジ機構
１２１　通気孔
１２３　レバー受
１２５　軸カバー
１２６　蓋本体
１２７　コイルバネ
１２９　開閉フック
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【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】
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